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小児の初期救急医療における遠隔コンサルテーション利用の

支払意思額

仮想評価法（CVM）による保護者を対象とした意識調査

谷 川 琢 海 大 場 久 照 小笠原 克 彦 櫻 井 恒太郎

近年，遠隔医療システムの技術が成熟しつつあり，小児救急医療において

も導入が期待されている。本研究では小児の初期救急医療について，遠隔医

療システムを導入することに対する地域住民の需要を明らかにすることを目

的に，子供の保護者を対象に仮想評価法を適用したアンケート調査を行った。

調査では遠隔コンサルテーションシステムを利用する場合の支払意思額

(WTP)について，システムを１回利用する場合に自分が支払っても構わな

い支払意思額を尋ねた。特に，医療資源までの移動距離が異なる北海道の2地

域の比較，回答者の属性による比較を行った。分析の結果，医療資源への移

動距離によるWTPの有意な差は認められず，遠隔コンサルテーションシス

テムの需要が医療機関までの距離に依存しないことが示唆された。一方，回

答者属性による比較では，子供の人数が1人の群，所得の多い群，遠隔医療

の知識がある群においてWTPが高い傾向が示唆された。

キーワード:小児救急医療，遠隔医療，仮想評価法，支払意思額

I. は じ め に

小児科や産科を中心として医師の不足が問題と

なっており，限られた医療資源を効率的に運用して

持続可能な医療提供体制を構築するための，従来よ

りも広域を単位とした医療機能の集約化が進められ

ている 。集約化によって小児科医師の負担の軽減

が期待される一方，医療機関までの距離が従来より

も長くなる地域では患者の通院負担が増大すること

が指摘されている 。特に北海道のような広大な面

積を有する地域では，最寄りの小児救急医療拠点病

院や小児救急医療支援事業による輪番制に参加する

病院まで2時間以上かかる長距離の移動が必要な地

域もあるため，地理的要因による医療水準の格差を

低減する取り組みが求められている 。小児の救急

医療体制が十分に整備されていない地域では小児科

を専門としない医師が小児患者を診療することも多

い。平成16年度からは小児救急地域医師研修事業に

おいて内科医等を対象とした小児救急に関する研修

が行われるようになった 。しかし，小児科領域の疾

患は軽重の判断が難しく，さらに保護者は小児科医

師に対して選好があることから，初期救急医療にお

いても小児科の専門医と地域の医師の連携が重要で

ある 。

小児救急医療資源の過疎地域において期待されて

いる技術のひとつにテレコンサルテーション(Tele
 

Consultation)を可能とする遠隔医療システムがあ

る。平成16年度からは小児救急遠隔医療設備整備事
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業において，ITを活用して小児救急患者の映像や臨

床画像を小児科専門医の所在する医療機関に伝送

し，診療支援を受けるための設備を整備する取り組

みが始められた 。遠隔医療システムは医療水準の

地域格差を解消することが期待される技術である。

各医療施設をインターネットや専用線等で接続して

地域医療連携システムが構築されれば，動画データ

によって患者の様子を把握することが可能になる。

専門医が緊急に高度な医療を受ける必要があると判

断すれば，ドクターヘリ等を利用して適切な医療機

関に搬送することができるようになる。これにより，

専門病院までに長時間を要する地域では，地域の医

療機関における対面診療と，遠隔医療システムによ

る専門医とのコンサルテーションを組み合わせて，

最寄りの医療施設で迅速に診療を受けることが可能

になる。

昨今，遠隔医療システムは放射線診断や病理診断

などで利用されるようになり，研究開発も盛んに進

められている 。しかし，システムを継続して運用す

るためには費用に見合う便益や効果が得られる必要

があり，地域性や診療科の特性を考慮した需要や導

入効果の評価が遠隔医療の普及における懸案となっ

ている 。これまでに遠隔医療の有効性を評価した

分析は少なく，遠隔医療の便益を評価した報告はほ

とんどない 。遠隔医療システムは一般的な市場

で取引されておらず，システム自体は医療に介入し

ないため，遠隔医療システムを利用することの便益

を推測することが難しい。本研究では遠隔医療シス

テムに対する地域住民の需要や予測される効果につ

いて，仮想評価法（Contingent Valuation Method;

CVM）を利用して直接的に評価することを試みた。

CVMとは，自由主義市場では取引されない財・サー

ビスの経済的価値を評価するために，アンケート調

査を用いて，仮想的な市場を描いたシナリオの下で

の当該財・サービスに対する被検者の支払意思額

(Willingness to Pay,WTP)を質問する手法であ

る 。本研究では時間外診療を含む小児初期救急医

療に対して，遠隔医療システムを導入することに対

する地域住民の需要を明らかにすることを目的に，

子供の保護者を対象にCVMを適用したアンケー

ト調査を行い，遠隔医療システムを利用する場合の

WTPの評価を行った。

II. 方 法

A. アンケート調査対象

調査は医療資源の規模，小児救急を行う病院への

距離が異なる2地域を対象とした。アンケート調査

は北海道大学の医の倫理委員会の承認を受けたの

ち，北海道の岩見沢市（南空知二次医療圏，人口

85,029人（うち3歳～5歳2,182人，平成12年国勢

調査））と南富良野町（富良野二次医療圏，人口3,236

人（同86人，平成12年国勢調査））の承諾と協力を

得て平成18年1月から2月にかけて実施した 。

調査地域である岩見沢市は北海道空知支庁の中心

市である。札幌市まで約40 kmと近く交通の便が良

いほか，2つの総合病院をはじめとして医療資源も

比較的充実している。一方，南富良野町は北海道の

ほぼ中央部，富良野市と帯広市の間に位置する町で

ある。南富良野町内に病院は無く，最寄りの総合病

院がある富良野市までは約40 km，二次医療圏の中

心となる都市の旭川市までは約100 km離れてい

る。

調査は岩見沢市の4つの幼稚園と南富良野町の2

つの保育所に通う3歳から5歳までの子供のいる各

452世帯，51世帯の保護者を対象とした。調査票は

学級（年齢）毎に同数を無作為に配布した。調査票

は無記名式として，幼稚園を経由して保護者へ配布

した。回答済みの調査票は添付の返信用封筒を用い

て，「市中の郵便ポストに投函する」または「幼稚園

に設置した回収用ポストに投函する」の方法で回収

した。個人属性を調査するため，回答者の性別と年

齢，家族構成，世帯の年収，子供が医療機関を受診

する頻度，医療機関に行くための交通手段，かかり

つけの小児科に行くまでの所要時間，遠隔医療とい

う言葉を聞いた経験の有無，遠隔医療を利用した受

診経験の有無，を尋ねた。

B. 調査内容

はじめに，仮想シナリオとして，「小児科以外の医

師が，遠隔地の小児科専門医または疾患に対応する

専門医と動画像等を用いてコミュニケーションが取

れるようなシステムがあり，小児科医師の不足と労

働負荷の軽減に向けて地域の医師と，小児科の専門

医を結ぶテレコンサルテーションシステムを導入す

ることが有効である 」ことを示した(図1)。その上

で，「自分の子供が通常の診察時間外に急に具合が悪
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くなり，受診できる病院を探さなければならない」状

況を説明した。遠隔コンサルテーションシステムを

導入することによる現状との変化として，「小児遠隔

医療システムを利用することにより，最寄りの小児

科以外の病院でも他科の医師が小児科の専門医とコ

ンサルテーションを行うことできる。子供は最寄り

の病院での受診が可能となり，病院までのアクセシ

ビリティが向上する」ことを説明した。

仮想シナリオを前提としてテレコンサルテーショ

ンシステムを１回利用する場合に自分が支払っても

構わない支払意思額を二段階二肢選択方式によって

尋ねた（図2）。初期提示金額は1,000円，2,000円，

4,000円の三種類を設定した（図3）。提示金額の設定

は，両地域では小児医療費助成制度により保険診療

の自己負担が無料となっていること，小児の一般的

な保険診療で受診した場合の自己負担金額，公共機

関による移動時の交通費などを参考にした。2回目

提示金額は初期提示金額に対して支払う意思のある

図1 アンケート調査で提示した仮想シナリオ
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回答者にはさらに2倍の金額，支払う意思のない回

答者には初期提示金額の半分の金額を提示して支払

い意思の有無を尋ねた。NOAA(National Oceanic
 

and Atmospheric Administration:米国商務省海

洋大気局)ガイドラインに基づき，調査票には「もし

無料であったとしても支払う意思がない」という拒

否回答の選択肢を設け，支払意思額の推定からは除

外した 。本調査の前に北海道大学の学生5名を対

象としてプレテストを行い，シナリオおよび金額の

設定について確認を行った。

支払意思額(WTP）はロジットモデルを用いて受

諾曲線を推定した中央値と定義した。回答者属性と

の関係について，① 岩見沢市と南富良野町の地域

比較，② 回答者の年齢による比較，③ 年収による

比較，④ 遠隔医療という言葉を聞いたことがある

ことの有無，について比較を行い，さらにロジス

ティック回帰分析を行った。解析には統計解析ソフ

トウェアRを用いた。

III. 結 果

A. 岩見沢市と南富良野町との支払意思額の比

較

岩見沢市の245人，南富良野町の28人から回答が

あった。支払意志額の問いに対して不備のあった回

答を除く，岩見沢市の236通(52.2%)，南富良野町の

28通(54.9%)を有効回答とした(表1)。このうち，支

払いに対する拒否回答は岩見沢市14通，南富良野町

で3通であり，これらの回答を除外して支払意志額

表1 調査票の回収率

配布数 有効回答数 有効回答率

岩見沢市 452  236  52.2%

南富良野町 51  28  54.9%

図2 支払意思額に関する質問

図3 二段階二項選択方式による金額提示方法
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表2 回答者属性

岩見沢市 南富良野町 p 値

性別 n＝235  n＝28

女性 222(94.5%) 24(85.7%) p＝0.169

男性 13(5.5%) 4(14.3%)

年齢 n＝235  n＝28
 

20歳以上 30歳未満 13(5.5%) 3(10.7%)

30歳以上 40歳未満 183(77.9%) 19(67.9%) p＝0.986

40歳以上 50歳未満 38(16.2%) 6(21.4%)

50歳以上 60歳未満 0(0.0%) 0(0.0%)

60歳以上 1(0.4%) 0(0.0%)

世帯人数 n＝235  n＝28
 

2名 2(0.9%) 1(3.6%)

3名 28(11.9%) 5(17.9%) p＝0.329

4名 139(59.1%) 9(32.1%)

5名 44(18.7%) 8(28.6%)

6名以上 22(9.4%) 5(17.9%)

年収規模 n＝224  n＝26
 

250万円未満 11(4.9%) 5(19.2%)

250万円以上 500万円未満 113(50.4%) 12(46.2%) p＝ 0.118

500万円以上 750万円未満 68(30.4%) 6(23.1%)

750万円以上 32(14.3%) 3(11.5%)

子供が医療機関を受診する頻度（年） n＝234  n＝28
 

0回 2(0.9%) 0(0.0%)

1～5回 33(14.1%) 4(14.3%) p＝0.628

6～10回 59(25.2%) 9(32.1%)

11回以上 140(59.8%) 15(53.6%)

交通手段（複数回答可） n＝235  n＝28

車 227(96.6%) 28(100.0%)

バス 22(9.4%) 1(3.6%) -

タクシー 44(18.7%) 0(0.0%)

電車 5(2.1%) 0(0.0%)

かかりつけの小児科までの所要時間 n＝235  n＝28
 

10分未満 99(42.3%) 2(7.1%) p＜0.001

10分以上30分未満 132(56.4%) 4(14.3%)

30分以上１時間未満 3(1.3%) 22(78.6%)

１時間以上 0(0.0%) 0(0.0%)

遠隔医療という言葉を聞いたこと n＝234  n＝28

あり 127(53.8%) 13(46.4%) p＝0.589

なし 109(46.6%) 15(53.6%)

遠隔医療の利用経験 n＝234  n＝28

あり 5(2.1%) 0(0.0%) p＝0.913

なし 196(83.8%) 19(67.9%)

わからない 33(14.1%) 9(32.1%)

遠隔医療を使ってみたいと思うか n＝232  n＝28

つよく思う 22(9.4%) 2(7.1%)

すこし思う 103(44.4%) 13(46.4%) p＝0.411

あまり思わない 48(20.7%) 10(35.7%)

全く思わない 8(3.4%) 0(0.0%)

わからない 51(22.0%) 3(10.7%)

:χ 検定， :Mann-Whitney検定
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を算出した(表2)。岩見沢市と南富良野町の回答者

属性では，かかりつけの小児科までの所要時間に違

いが認められた(p＜0.001)。遠隔医療に対する支払

意思額は，岩見沢市(n＝222)で3,472円，南富良野町

(n＝25)で3,239円と岩見沢市が233円高かったが，

有意な差は認められなかった(表3)。調査地域と所

得との関連性は認められなかった(p＝0.128)。

B. 回答者の属性によるWTPの比較

岩見沢市を対象に回答者属性により遠隔医療シス

テムに対するWTPを比較した結果を表4に示す。

また，回答者属性を説明変数としてロジスティック

回帰分析を行った結果を表5に示す。属性ごとに比

較すると，回答者の年齢では，40歳未満(n＝183)の

3,345円に比べて，40歳以上(n＝38)は3,989円であ

りWTPは約600円高かった。ただし，年齢と所得

には関連性が認められた(p＝0.042)。子供(15歳未

満)の人数では，子供が1人の世帯(n＝33)は4,075

円であり，2人以上の世帯(n＝182)の3,350円に比

べて約700円高かった。子供の人数と所得の関連性

について関連性は認められなかった（p＝0.680）。受

診頻度では，1年間に受診する回数が11回以下(n＝

88)では3,084円であったが，11回以上の世帯(n＝

132)では3,783円であり約700円高かった。子供の

受診頻度と所得の関連性は認められなかった（p＝

0.686）。かかりつけの小児科までの所要時間では，所

要時間が10分以下(n＝95)で4,077円であったのに

対して，10分以上の群(n＝125)では3,130円であ

り，かかりつけの小児科までの所要時間が短い群が

約1,000円高かった。所要時間と所得には関連性が

認められた(p＝0.033)。遠隔医療の知識では，遠隔医

療の知識がある(言葉を聞いたことがある)群(n＝

119)では3,744円，知識がない(言葉を聞いたことが

ない)群(n＝103)では3,263円であり，知識のある群

が約500円高かった。遠隔医療の知識の有無と世帯

の収入には関連性が認められた(p＝0.002)。1年間

の所得(世帯収入)では，500万円以下の群では3,256

円に比べ，500万円以上の群では4,027円であり，所

得が多い群が約750円高かった。ただし，ロジス

ティック回帰分析の結果では，かかりつけの小児科

までの所要時間，子供が医療機関を受診する頻度と

WTPの間に統計的な差は認められなかった。

IV. 考 察

A. 仮想評価法 (CVM)による遠隔医療システ

ムの評価

CVMは1947年にカリフォルニア大学のシリア

シ・ワントラップによって提案され，これまで環境

経済学分野において生物や森林などの非利用価値を

定量化する手法として，環境保護政策における費用

便益分析に用いられてきた 。近年，医療分野におい

てもCVMを利用した便益を測定する分析が行わ

れており，末永らによって国内の医療分野における

CVM研究のレビューが行われている 。CVM

表3 岩見沢市と南富良野町のWTPの比較

WTP（中央値）
（円） 95%信頼区間

岩見沢市（n＝222) 3,472 ［3,346,3,636］

南富良野町（n＝25) 3,239 ［2,997,3,541］

表4 WTPの回答者属性による比較（岩見沢市）

WTP（中央値）
（円） 95%信頼区間

回答者の年齢

30歳代以下（n＝183) 3,345 ［3,189,3,515］

40歳代以上（n＝ 38) 3,989 ［3,644,4,346］

子供の数

1人 （n＝33) 4,075 ［3,723,4,506］

2人以上 (n＝182) 3,350 ［3,205,3,507］

小児科受診の年間回数

10回以下 (n＝88) 3,084 ［2,885,3,287］

11回以上（n＝132) 3,783 ［3,596,3,989］

最寄りの小児科までの所要時間

10分未満（n＝95) 4,077 ［3,771,4,409］

10分以上（n＝125) 3,130 ［2,992,3,273］

『遠隔医療』という言葉を聞いたこと

ある（n＝119) 3,744 ［3,489,4,002］

ない（n＝103) 3,263 ［3,102,3,409］

年間所得

500万円未満（n＝119) 3,256 ［3,099,3,429］

500万円以上（n＝93) 4,027 ［3,726,4,377］

表5 ロジスティック回帰分析の結果（岩見沢市）(n＝205)

変数 係数推定値 t 値 p 値

回答者の性別 0.014  0.020 0.984

回答者の年齢 0.5323  1.436 0.152

子供の数 －0.020 －0.090 0.928

子供が医療機関を受診する頻度 0.4167  1.461 0.146

かかりつけの小児科までの所要時間 －0.035 －1.869 0.063

『遠隔医療』という言葉を聞いたこと 0.027  0.097 0.923

年間所得 0.001  1.226 0.222

対数尤度 －242.2
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の利点として，① 仮想シナリオで提示した変化に

対する影響や効果を便益として一括して評価可能で

ある，② 非利用価値や現実には存在しないシステ

ムについても評価できる，③ 支出に対する市民と

の政策合意点を形成できる，ことが挙げられている。

遠隔医療システムは地域の医師不足に対する方策と

して検討されているが，費用対効果(便益)の面での

課題が指摘されている。一方，遠隔医療システムは，

患者の健康に対して直接的に作用せず，また導入地

域も限られているため，便益の測定は難しい。予想

される遠隔医療システムを導入効果のひとつとし

て，患者の移動負担低減があり，この便益を測る他

の手法にはトラベルコスト法が考えられる。しかし，

保護者にとっての移動負担低減の効果は安心感など

多岐に渡ることが予想される。

本研究ではCVMを利用して遠隔医療システム

の導入効果を直接的に金銭価値である便益に換算し

包括的に評価した。今後，医療従事者の視点から同

様の分析を行うほか，本研究により得られた支払意

思額を遠隔医療システムの導入や運用にかかる費用

と比較することによって，遠隔医療の導入効果の詳

細な予測が可能になるものと考えられる。

本研究によって得られた，遠隔医療を利用するた

めの追加的に支払っても構わない金額から，遠隔医

療システムの利用に対して一定の需要があることが

示唆された。また，アンケート回答用紙への自由記

述では，過去に救急病院を探す過程で苦労をした経

験のある保護者から，仮想シナリオの実現に向けた

好意的な意見が寄せられた。これには，保護者の安

心に対するWTPという精神的な満足に対する価

値が含まれている可能性がある。ただし，Liuらが指

摘するように，保護者は子供の健康に対してより高

いWTPを提示する傾向が，本調査においても内在

する可能性がある 。また，本研究の調査時期は小児

救急医療体制に関する問題が新聞等で報道された時

期であることからWTPは過大評価されている可

能性がある。

B. 患者の移動距離と遠隔医療の利用に対する

WTPの関係

遠隔医療システムは医師の不足や偏在の問題に対

する医療格差の縮減に向けた方策のひとつとして掲

げられている。患者にとっては医療機関への通院に

要する移動負担の低減が期待されている。医師法で

は対面診療が原則とされており，遠隔医療は直接の

対面診療を行うことが困難な来診に相当な長時間を

要するへき地の患者などについてのみ許容されてい

るため，本研究では地域の医師が患者を対面診療し，

地域の医師が小児科の専門医とコンサルテーション

する仕組みを仮想シナリオで想定した 。患者の移

動距離と遠隔医療の利用に対するWTPの関係を

明らかにするため，小児救急医療に対応する医療機

関への移動距離が異なる岩見沢市と南富良野町の2

市町で調査を行った。その結果，医療資源が比較的

豊富であり，医療機関への移動距離が短い岩見沢市

と，反対に医療資源が乏しく，医療機関への移動距

離が長い南富良野町の間に有意な差は認められな

かった。また，「かかりつけの小児科までの所要時間」

による比較では，かかりつけの小児科までの所要時

間が短い群，すなわち病院の近くの住民において

WTPが高い傾向がみられた。遠隔医療の推進方策

に関する懇談会では，患者ニーズを踏まえた遠隔医

療の推進の必要性が議論されている。本研究の結果

からは，医療機関への移動距離による遠隔医療の需

要の差は認められなかった。遠隔医療技術は地域格

差を解消する技術として期待されているが，アクセ

ス距離に関係なく，地域における医療機関の連携手

段として考慮すべきであると考えられる 。ただし，

本研究の調査地域では，すべて「かかりつけの小児

科までの所要時間」が1時間未満であったため，1時

間以上の長距離の移動が必要な住民については更に

検討が必要である。また，かかりつけの小児科まで

の所要時間と所得の間には関連性が認められ，所得

バイアスの影響によりかかりつけの小児科までの所

要時間が短い群のWTPが高めに見積もられた可

能性は否定できない。子供が実際に急病になった時

などに分析を行った場合について，今後，他の地域

や救急病院での実地調査が必要であると考えられ

る。

C. 遠隔医療システムに対する患者の需要

遠隔医療システムに対するWTPは，属性ごとの

比較の結果，子供の1年間の受診回数が多い群，子

供の人数が1人である群，遠隔医療の知識がある群，

保護者の年齢が高い群，でそれぞれ高い傾向があっ

た。子供の1年間の受診回数では，受診回数の多い

群には慢性的な疾患をもつ子供や比較的病気に罹り

やすい子供が含まれており，定期的に救急病院へ通
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う保護者からの遠隔医療に対する需要が大きいこと

が予想された。また，子供が1人の世帯では子育て

に対する保護者の不安が大きいことが予想された。

遠隔医療の知識の有無によりWTPを比較した

結果では，遠隔医療という言葉を聞いたことがある

群が，聞いたことがない群に比べて高く，遠隔医療

という言葉を聞いたことがある人ほど，遠隔医療に

対して期待感を持っているものと予想された。岩見

沢市の病院には遠隔医療システムを利用している病

院が存在するが，アンケート調査の回答者に遠隔医

療を利用した診療を受けた経験のある人はほとんど

おらず，遠隔医療という言葉を聞いたことがある人

は回答者全体の約半分ほどであった。アンケートの

設問のうち「遠隔医療を用いた診療を今後受診して

みたいか」という問いに対しては肯定的な回答が

50%以上を占めたが，「つよく思う」と答えた回答者

は少なかった。遠隔医療という言葉を聞いたことが

ある群で，より高いWTPを示すことは理論的にも

妥当であるため，遠隔医療システムを利用しての診

療の実績を蓄積して臨床的な効果や限界が明確にし

た後に詳細な分析を行うことが今後必要であると考

えられる。

ただし，回帰分析の結果では回答者属性とWTP

の間の関係は認められなかった。他の属性が交絡因

子となり，回答者属性ごとの比較結果に影響を与え

ている可能性が排除できない。回答者属性とWTP

の関係については，さらに詳細な分析が必要である。

本研究では，保護者の年齢，遠隔医療の知識と所得

の間には関連性が認められ，所得バイアスの影響に

よりWTPが高めに見積もられた可能性がある。ま

た，保護者の年齢による比較では，20歳代の保護者

について，サンプル数が少なかったことや所得によ

る影響のため，十分な分析が行えなかった。20歳代

の保護者は，子育てに対する不安がより大きいこと

が予想されるため，サンプル数を増やした調査が今

後必要である。

D. バイアスの検討

CVMによる調査は数多くのバイアスが影響する

危険があることが知られている 。NOAA等，複

数の機関からCVMの信頼性を高めるための要件

等を定めたガイドラインが示されており，CVMを

用いた研究の規範となっている 。本研究はこれら

のガイドラインに基づき，バイアスの発生を最小限

に抑えるように行った。

1.サンプリングバイアス・調査方法

NOAAガイドラインでは個人面接による調査を

推奨しているが，本研究では調査期間，費用の問題

を考慮して，半郵送方式によるアンケートによって

調査を行った 。郵送方式の利点として，面接法に比

べて調査者の違いによるバイアスが無いことが挙げ

られる。郵送法の欠点として調査の回答率が少なく

なる可能性があったが，両市町とも50%を超えるア

ンケート回収率を得ることができた。サンプルサイ

ズについて，2市町の幼稚園，保育園を経由して岩見

沢市で452人，南富良野町で51人の子供の保護者に

調査票を配布した。岩見沢市の3歳から5歳までの

子供の数は2,182人（平成12年現在）であり，調査

票は全世帯の約21%の世帯に対して配布すること

ができた。調査の回答率は約5割であり，他の文献

等にある郵送調査と比較しても妥当な回収率である

と考えられる。また，南富良野町の3歳から5歳ま

での小児の数は86人（平成12年現在）であり，調

査票は全世帯の約6割に対して配布することができ

た。有効回答率は5割を超えており，岩見沢市と同

様に妥当な回収率であると考えられる。サンプルサ

イズについて，2市町を併せてWTPを推定するに

は統計学的に十分な信頼性を有すると考えられる

が，南富良野町に限定した場合には十分な信頼性が

あるとは言えない。サンプル選択に関連するバイア

スとして，岩見沢市では幼稚園に通う子供の保護者

を対象として，また南富良野町では保育所に通う子

供の保護者を対象として調査票が配布したが，岩見

沢市と南富良野町を比較する場合には夫婦共働きの

違いなどで生活時間や収入形態が異なることが挙げ

られる。

2.仮想シナリオの設定・質問形式

提示金額の設定は現在の保険点数において深夜に

５歳の小児が診療所を受診した場合，保護者は乳幼

児加算として8,520円の3割である2.560円を支払

うこと，対象地域である岩見沢市と南富良野町から

札幌市，旭川市までの鉄道運賃，等を参考にした。本

研究では回答の手掛かりとなる情報を与えることに

より生じるバイアスが最も少ないとされる二段階二

項選択方式を採用し，初期設定の金額は1,000円，

2,000円，4,000円の3種類を設定，2回目の設定金額

は，回答者の支払意思額にばらつきがあることを予

想して受諾回答には初期設定金額の2倍，拒否回答
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には1/2の金額を提示し，500円から8,000円までの

金額を設定した。ただし現在，岩見沢市内と南富良

野町内の実際に保護者が負担する乳幼児の医療費は

原則として無料となっているため，本研究により得

られた支払意思額は追加的に支払う金額として考慮

するほかに，新規に支払う金額として考慮する必要

がある。

回答者のシナリオの理解について，遠隔コンサル

テーションシステム自体よりも，小児救急医療体制

の改善への方策に対するWTPである可能性があ

る。遠隔コンサルテーションシステムのシナリオに

ついては，デメリットの説明が少なく，情報不足が

否定できない。回答が政策に与える影響を考えて

WTPを過大に回答した可能性がある。CVMは非

利用価値や実現されていないものに対して仮想的な

シナリオを提示することにより，価値や需要を評価

することが可能である。しかし住民の視点での遠隔

コンサルテーションに対する明確なイメージは未だ

定まっていないため，本調査では理想的な小児遠隔

コンサルテーションシステムをシナリオとして提示

することとした。システム導入による明確な改善点

や限界のシナリオの説明が不十分であったことが考

えられ，「小児遠隔コンサルテーションシステム」の

効果が「子供を助けることの出来る全般的な手段」と

して伝達された可能性がある。この影響により支払

意思額の推定値が低く推定された可能性がある。今

後，小児遠隔コンサルテーションシステムの導入に

よる改善点や限界をさらに詳細に調査し，明確なシ

ナリオを行ったうえで調査を行う必要がある。仮想

シナリオは図で示し，調査実施時期を冬期としたた

め，岩見沢市，南富良野町ともに道路状況の良い夏

季と比べて支払意思額が高くなった可能性がある。

V. 結 論

本調査では，仮想評価法を適用して小児救急医療

への遠隔コンサルテーションの需要と効果予測につ

いて分析を行った。岩見沢市と南富良野町の支払意

思額を比較した結果，有意な差は認められなかった。

岩見沢市を対象とした個人属性による比較では，有

意な差は認められなかったが，所得の多い群，子供

の人数が1人の群，かかりつけの医療機関までの所

要時間が短い群，遠隔医療の知識がある群の支払意

思額が高い傾向があった。本研究の結果は今後の遠

隔医療に関する同様の調査・研究のパイロットスタ

ディになるものと考えられ，遠隔医療に関する保健

医療政策の基礎資料となるものと考えられる。
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WILLINGNESS TO PAY FOR THE USE OF TELE-CONSULTATIONS IN
 

PEDIATRIC EMERGENCY CARE
 

A survey on the attitudes of guardians by using a contingent valuation method(CVM)

Takumi TANIKAWA ,Hisateru OHBA ,Katsuhiko OGASAWARA and Tsunetaro
 

SAKURAI

Techniques in telemedicine system have advanced lately and its introduction into pediatric
 

emergency care is expected.For the present study,a questionnaire survey was conducted with
 

the guardians of children by employing the contingent valuation method(CVM)to elucidate the
 

needs of area residents for utilizing telemedicine system in the early emergency care of children.

In the survey,the guardians’willingness to pay(WTP)for the use of a tele-consultation system
 

was investigated by asking the amount one would be willing to pay out-of-pocket for each use
 

of the system.In particular,the study included comparisons among the attributes of respondents
 

and that between two areas in Hokkaido with different distances to reach medical resources.

The results of the analysis indicated that there was no significant difference in the WTP due to
 

the distance to reach medical resources,indicating that the need for a tele-consultation system
 

is not dependent on the distance to medical facilities.In the comparison of the respondents’

attributes,on the other hand,WTP tended to be higher in those groups with only one child,with
 

a greater income,and who possess knowledge of telemedicine.

Key words:pediatric emergency care/telemedicine/contingent valuation method/willingness to pay
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